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1．人材育成施策の全体像

1



大学の教育の大学の教育の
質の向上質の向上

人材の育成、確保、活躍の促進

次代を担う人材の次代を担う人材の
裾野の拡大裾野の拡大

小学校小学校

中学校中学校

高等学校高等学校

若手研究者の若手研究者の
自立支援自立支援

社会のニーズに社会のニーズに
応える人材の育成応える人材の育成

多様な研究者の活躍の促進多様な研究者の活躍の促進
（女性・外国人・高齢研究者）（女性・外国人・高齢研究者）

研究者研究者

・・・

 

・・・

・・・
・・・

技能者技能者

・・・
・・・

知的財産人材
技術経営人材

知的財産人材
技術経営人材

技術者技術者

世界トップクラス

 
の研究者

 

世界トップクラス

 
の研究者

・知的好奇心に溢れた子どもの育成
・才能ある子どもの伸長

・自立して活躍できる仕組み
・研究資金配分の向上

・長期インターンシップなど産学協働の人材育成
・技術経営人材、科学技術コミュニケータ等の育成

個々人が活きる環境の形成と
一貫した人材育成

科学技術人材の
質と量を確保

科学技術
ｺﾐｭﾆｹｰﾀ

2

・大学院教育振興施策要綱
（５か年の取組計画）の策定

・博士課程在学者への支援

高専高専

大学大学

大学院大学院



○大学院の重点的な整備

他の先進諸国と比較して大学院学生数が小規模であるとの認識のもと、研究者のみ

 ならず社会の多様な方面で活躍しうる人材の要請を図る。

必ずしも十分な体制にない我が国の大学院の基盤的整備とともに、特に卓越した実

 績が期待される大学院等に対して重点的整備を図り、大学院の教育研究環境の充

 実・強化

○量的整備の考え方（「大学院の量的整備について」（平成3年11月大学審答申））

②

 
研究機関等における研究者需要や企業における高度専門人材の需要については拡大

が見込まれること

③

 
社会人のリカレント教育に対する需要が高まっていること

④

 
「留学生受入れ10万人計画」を受け留学生の受入れ規模も拡大が見込まれること

平成１２年度時点における大学院学生数を平成３年度の２倍程度に拡大平成１２年度時点における大学院学生数を平成３年度の２倍程度に拡大

①

 
修士課程・博士課程への在学者数が伸びを示しており、かつ、伸びそのものも高まり

つつあること

大学院大学院の重点的な整備の重点的な整備
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区 分 アメリカ合衆国 イギリス フランス 日本

大学院学生数

１９９１年
（平成３年）

（人） （人） （人） （人）

893,917 74,000 181,570 98,650

２０００年
（平成１２年） 1,086,674 162,600 218,660 205,311

直近の状況
1,276,923
（2003年）

221,100
（2003年）

246,596
（2004年）

261,049
（2006年）

学部学生数に
対する大学院
生比率

１９９１年
（平成３年） 12.4% 22.6% 19.3% 4.8%

２０００年
（平成１２年） 13.7% 17.6% 20.5% 8.3%

直近の状況
14.1%

(2003年）
21.6%

(2003年）
23.6%

(2004年）
10.4%

(2006年）

人口千人当た
りの大学院学
生数

１９９１年
（平成３年）

（人） （人） （人） （人）

3.54 1.28 3.19 0.80 

２０００年
（平成１２年） 3.85 2.72 3.70 1.62 

直近の状況
4.39

（2003年）
3.71

（2003年）
4.06

(2004年）
2.04

（2006年）

（出典：文部科学省「教育指標の国際比較」）
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大学院大学院規模の国際比較規模の国際比較



〔大学院教育振興施策要綱（Ｈ18年3月）〕

大学院教育の充実・強化のための5年間（Ｈ18～22年度）の重点施策

○課程制大学院の趣旨に添った教育の課程と研
究指導の確立

・各課程ごとの人材養成目的の明確化と教
育の実質化に向けた各大学院の優れた取
組への支援

・組織的な研修・研究（ＦＤ）の実施や成績評価
基準の明確化など教員組織体制の見直し

・講義と実習の組み合わせの促進など教育課
程の編成の柔軟化

・円滑な博士の学位授与の促進

○ＴＡ・ＲＡの充実など学生に対する修学上の支援

○研究スペースの確保など若手教員等の教育研
究環境の改善

○産学協同プログラムの開発やインターンシップ
の充実など産業界との連携の強化

○博士号取得者が社会の多様な場で活躍するための、
企業等と博士号取得者の出会いの場の創出等による
キャリア形成支援や環境整備を行う大学等を支援する

○各分野のバランスのとれた発展を図るため、
人社系大学院を強化

大学院教育の実質化

◎大学院設置基準の改正
（目的の明示、ＦＤの実施、成績評価基準など）

●大学院教育改革支援プログラム

◇学位の年間複数回申請（64.5%)
論文の複数教員指導体制（60.5%)等
※標準修業年限内での授与率

 

42.6%(H17)

◎大学院設置基準の改正
（目的の明示、ＦＤの実施、成績評価基準など）

●大学院教育改革支援プログラム

◇学位の年間複数回申請（64.5%)
論文の複数教員指導体制（60.5%)等
※標準修業年限内での授与率

 

42.6%(H17)

具体的対応

●グローバルＣＯＥプログラム
●特別研究員事業（日本学術振興会）

 

等
◇博士課程のＴＡ

 

15,931人、ＲＡ10,076人

●グローバルＣＯＥプログラム
●特別研究員事業（日本学術振興会）

 

等
◇博士課程のＴＡ

 

15,931人、ＲＡ10,076人

●若手研究者の自立的研究環境整備促進
等

●若手研究者の自立的研究環境整備促進
等

●産学連携による実践型人材育成事業 等
◇社会人対象の学位コースの設置

 

27.4%
●産学連携による実践型人材育成事業 等
◇社会人対象の学位コースの設置

 

27.4%

●大学院教育改革支援プログラム

 

等●大学院教育改革支援プログラム

 

等

（◎法令改正

 

●予算事項

 

◇その他）

●科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業
●イノベーション創出若手研究人材養成

●科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業
●イノベーション創出若手研究人材養成

大学院大学院教育の改革①教育の改革①
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○専門分野別自己点検・評価の実施の促進や設
置審査の改善など実効性ある大学院評価の取
組の推進

○国際化戦略の支援や高等教育の質保証に関す
る国際的な枠組みへの参加など国際貢献・交流
活動の活性化

国際的な通用性・信頼性
（大学院教育の質の確保）の向上

具体的対応

（◎法令改正

 

●予算事項

 

◇その他）

国際競争力のある卓越した

教育研究拠点の形成

○世界最高水準の卓越した教育研究拠点形成
のため重点的支援

●Ｈ１９より「グローバルＣＯＥプログラム」を
実施

●Ｈ１９より「グローバルＣＯＥプログラム」を
実施

◇自己点検・評価の実施

 

全研究科等 40.4%
一部

 

9.0%
検討中 44.0%

◇設置審査の観点について大学設置・学校法
人審議会でとりまとめ

◇自己点検・評価の実施

 

全研究科等 40.4%
一部

 

9.0%
検討中 44.0%

◇設置審査の観点について大学設置・学校法
人審議会でとりまとめ

●大学教育の国際化加速プログラム

 

等
◇大学院入学者に占める外国人学生 17.1%

外国人教員の割合

 

10.3%

●大学教育の国際化加速プログラム

 

等
◇大学院入学者に占める外国人学生 17.1%

外国人教員の割合

 

10.3%
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大学院大学院教育の改革②教育の改革②



若手研究者養成
システム改革

理数学生応援プロジェクト
１.5億円

 

9機関
大学において、教育プログラムの

 

開発・実践等、理数学習に重点を

 

置いた取組を支援。

女

 
性

 
研

 
究

 
者

 
支

 
援
モ

 
デ

 
ル

 
育

 
成

15

 
億

 
円

 
30

 
機

 
関

平成20年度予算額

若手研究者の卵への
経済的支援（給付型）

産学連携による
実践型人材育成事業

７.３億円
「ものづくり技術者」及び「サービスイノ

 

ベーション人材」を育成するための教育プロ

 

グラム及び質の高い長期インターンシップ・

 

プログラムを開発。

教
育
支
援

研
究
支
援

学生への経済的支援（貸与型）

大学院教育改革支援
プログラム
５１億円

大学院教育を抜本的に強化し、

 

社会の様々な分野で幅広く活

 

躍する高度な人材を養成する

 

ため、大学院（博士課程・修

 

士課程）における優れた教育

 

プログラムを支援。

若手研究者向けの環境整備(システム改革)
（能力向上の機会・自立的研究環境）

若手研究者への
研究費支援

特別研究員
事業

(ＰＤ)
(給付型)

【ＪＳＰＳ】
48億円

 

1,088人

ＰＤ総数の7％に支給。

①若手研究者の
自立的研究環境

整備促進
７７億円

 

3０機関

大学等におけるテニュアト

 

ラック導入を支援。

②イノベーション創出
若手研究人材養成

１0億円(新規)
1０機関

大学が企業等と協働により

 

実践する研究開発プログラ

 

ムの下、多様な場（海外、

 

異分野、産業界等）で活躍

 

するイノベーション人材を

 

養成するシステムの構築を

 

支援。

科
学
技
術
関
係
人
材
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
多
様
化
促
進
事
業

4
億
円
12
機
関

日本学生支援機構
奨学金事業(貸与型)

9,３０５億円(事業費)

戦
略
創
造
事
業
（
Ｒ
Ａ
）

【
Ｊ
Ｓ
Ｔ
】
１
２
億
円
（
新
規
）

５
０
８
人

 
０
．
７
％

世界水準の拠点形成
（若手研究者の育成機能）

グローバルＣＯＥ

３４０億円

卓越した国際的教育研究拠点を

 

より重点的に支援。

学部
段階

大学院
段階

ポスト
ドクター

若手
研究者

特別研究員事業
(ＤＣ)(給付型)
【ＪＳＰＳ】

1０６億円

 

4,400人

博士課程学生総数の5.9%に支給。

先導的ＩＴスペシャリスト
育成推進プログラム

８.３億円
世界最高水準のIT人材として企業等で先導的

 

役割を担う人材を育成する教育拠点の形成を

 

支援。

教育の実質化

戦略創造事業
さきがけ型

【ＪＳＴ】72億

 

円
研究総括のマネージ

 

メントの下、30代

 

の若手を中心とした

 

個人研究者の独創性

 

を活かした目的基礎

 

研究を推進。

科学研究費
補助金

「若手研

 
究」等

３４３億円

若手研究者の自

 

立促進等、科学

 

研究費補助金に

 

よる若手研究者

 

向け研究費を拡

 

充。
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若手研究者育成施策概念図若手研究者育成施策概念図



２．博士課程の現状
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大学院在学者数の推移大学院在学者数の推移

9

○

 

平成１９年度現在、博士課程在学者数は、７４，８１１人である
○

 

また、平成３年から平成１２年までの９年間で、大学院在学者数は２倍超となっている

出典：学校基本調査（平成19年度）

(3)在学者数の推移

16,771

27,714

33,560

35,781

48,147

61,884

68,739

76,954

86,891

99,449

109,649

115,902

119,406

123,255

132,118

142,830

150,797

155,267

159,481

162,712

164,551

165,525

165,219

11,683

13,243

14,904

18,211

21,541

28,354

29,911

32,154

35,469

39,303

43,774

48,448

52,141

55,646

59,007

62,481

65,525

68,245

71,363

73,446

74,909

75,365

74,811

8,305 7,429

22,083

20,159

645

7,866

15,023

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

S35
S40
S45
S50
S55
S60
Ｈ2
Ｈ3
Ｈ4
Ｈ5
Ｈ6
Ｈ7
Ｈ8
Ｈ9

Ｈ10
Ｈ11
Ｈ12
Ｈ13
Ｈ14
Ｈ15
Ｈ16
Ｈ17
Ｈ18
Ｈ19

修士課程

博士課程

専門職学位課程

（各年度５月１日現在）

15,734
28,454

53,992
69,688

90,238

98,650

109,108
122,360

138,752
153,423

164,350

191,125
205,311

216,322
223,512

231,489
244,024

254,483
261,049
262,113

9年間で2倍超
171,547

48,464

「修士課程」：修士課程、区分制博士課程（前期2年課程）及び5年一貫制博士課程（1,2年次）
「博士課程」：区分制博士課程（後期3年課程）、医歯獣医学の博士課程及び5年一貫制博士課程（3～5年次）

通信教育を行う課程を除く



大学院（博士課程）の修了者数等の推移大学院（博士課程）の修了者数等の推移

10

○

 

博士課程の修了者数は年々増加しており、平成１９年では１６，８０１人となっている

（２）博士課程

8,746

(57%)

8,557

(56%)
7,898

(54%)

7,699

(56%)
7,465

(57%)
6,914

(56%)

7,120

(58%)
6,680

(61%)
6,201

(63%)
5,634

(63%)
5,019

(63%)

4,842

(66%)

9,167

(57%)

9,885

(59%)

3,950

(26%)
3,916

(26%)
5,062

(35%)
4,609

(34%)
4,541

(34%)4,213

(34%)2,939

(27%)2,611

(26%)2,253

(25%)2,014

(25%)1,639

(22%)

3,727

(31%)

4,216

(26%)

4,146

(25%)

15,160

14,512
13,642

13,179
12,37512,192

10,974

9,860

8,968
8,019

7,366

15,973
15,286

16,801

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H6.3 H7.3 H8.3 H9.3 H10.3 H11.3 H12.3 H13.3 H14.3 H15.3 H16.3 H17.3 H18.3 H19.3

就職者数 その他 修了者数

出典：学校基本調査（平成19年度）



（出典：文部科学省「学校基本調査」・「全国大学一覧」）

○

 

入学定員に対する志願者の割合（競争倍率）は、全体としておよそ

 

０．９と倍率が低く、特に、
理学や工学では０．７に満たない 状況にある。

入学志願者 入学定員 競争倍率 （参考）入学者

人文 2343 2069 1.13 1555

社会 2579 2645 0.98 1503

理学 1419 2070 0.69 1322

工学 3560 5503 0.65 3264

農学 1086 1126 0.96 1006

保健 6209 6774 0.92 5672

教育 771 459 1.68 453

芸術 363 220 1.65 204

家政 95 108 0.88 93

その他 2348 2443 0.96 1854

合計 20773 23417 0.89 16926
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博士課程への入学状況（分野別）博士課程への入学状況（分野別）

（平成19年5月現在）



３．ポストドクター等の現状
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

8 9 10 11 12

（人数）
通商産業省

農林水産省

厚生省

文部省

科学技術庁

（「ポストドクター等１万人支援計画」対象事業による支援人数（予算上）のみを計上）

6,224

8,165
8,772

10,187
10,596

計画よりも１年早く、平成１１年度には１万人支援達成

優れた若手研究者が研究に専念できる環境を整備することは、我が国の研究開発活動の活性化を図るた

 めに重要。

＊ポストドクターとは、博士課程

 
を修了した後、安定的な研究職

 
に就いておらず、将来的に安定

 
的な研究職に就くことを目指して

 
いる者のことをいう。

また、「ポストドクター等１万人

 
支援計画」による支援の対象者

 
には、ポストドクターの他、博士

 
課程学生や外国人の若手研究

 
者が含まれるため、「ポストドク

 
ター等」としている。

【第１期科学技術基本計画】（平成８年閣議決定）
「若手研究者層の養成、拡充等を図る『ポストドクター等１万人支援計画』を平成１２年度までに達成するな

 どの施策により、支援の充実を図る。」

ポストドクター等のポストドクター等の状況（政府による支援人数の推移）状況（政府による支援人数の推移）

13



ポストドクター等の在籍機関別内訳ポストドクター等の在籍機関別内訳

14

○

 

ポストドクター等の雇用人数は、平成１７年度実績で、１５，４９６人である。
○

 

その多くは、国立大学法人又は独立行政法人に在籍している。

独立行政法人, 5,371 , 35%

公益法人, 310, 2%

国立試験研究機関, 170, 1%

公設試験研究機関, 51, 0%

民間企業, 32 , 0%

　　大学共同利用機関, 627, 4%

　私立大学, 1,574, 10%
　　公立大学, 165, 1%

　　国立大学法人, 7,196, 48%46.4%

0.2%

2.0%

0.3%

1.1%

34.7%

1.1%

4.0%

10.2% 合計：15,496人

出典：「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調調査

 

－平成１８年度調査」（200７年６月、文部科学省）



ポストドクター等の分野別雇用状況ポストドクター等の分野別雇用状況

15
出典：「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調調査

 

－平成１８年度調査」（200７年６月、文部科学省）

理学, 4853, 31.3%

その他, 660, 4.3%

保健, 2334, 15.1%

農学, 1618, 10.4%

工学, 4601, 29.7%

人文・社会科学,
1121, 7.2%

不明, 309, 2.0%

○

 

ポストドクター等の雇用状況について、学問分野別に見ると、理学、工学がそれぞれ３割、次いで、保健、
農学の順となっている。

合計：15,496人



ポストドクター等の分野別比率ポストドクター等の分野別比率

出典：大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調調査

 

－平成１７年度調査－」（2006年8月、文部科学省）

16

○

 

ポストドクター等について、第２期科学技術基本計画上の重点分野分類（注）に「人文・社会」等を合わせ

 た分野別比率では、ライフサイエンス分野（生物学、農学、医歯薬学等）が約４割を占める。

ポストドクター等

6042; 40.7%

2091; 14.1%

1218; 8.2%

209; 1.4%
1751; 11.8%

476; 3.2%
441; 3.0%

248; 1.7%

527; 3.5%

1057; 7.1%
794; 5.3%

ライフサイエンス

情報通信

環境

ナノ・材料

エネルギー

製造技術

社会基盤

フロンテフィア

人文・社会

その他

不明

合計：14,854人

ライフサイエンス

その他

情報通信環境

ナノ・材料

エネルギー

製造技術

社会基盤

フロンティア

人文・社会

不明

（注）第２期科学技術基本計画上の重点分野分類とは、「ライフサイエンス」、「情報通信」、「環境」、「ナノテクノロジー・材料」、「エネルギー」、「製造技術」、「社会基盤」、「フロンティア」のこと。



○

 

ポストドクター等の雇用財源については、フェローシップ等が約２割、競争的資金などの外部資金が約５割

 となっている。

ポストドクター等の雇用財源別内訳ポストドクター等の雇用財源別内訳

出典：「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調調査

 

－平成１８年度調査」（200７年６月、文部科学省）

運営費交付金・その他の財源,
4663, 30.1%

フェローシップ・国費留学生等,
2766, 17.8%

科学研究費補助金, 1163, 7.5%

奨学寄附金, 394, 2.5%

その他競争的資金, 380, 2.5%

科学技術振興調整費, 404, 2.6%

戦略的創造研究推進事業, 1294,
8.4%

２１世紀ＣＯＥプログラム, 1511,
9.8%

競争的資金及び奨学寄附金以外
の外部資金, 2171, 14.0%

雇用関係なし, 750, 4.9%

競争的資金・その他
の外部資金雇用
7317, 47.2%

合計：15,496人
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ポストドクター等の年齢構成ポストドクター等の年齢構成

２９歳以下
25.7%

３０～３４歳
45.8%

３５～３９歳
17.8%

４０歳以上
10.3%

不明
0.5%

＜ 全

 
体 ＞

○

 

ポストドクター等の年齢構成については、３５歳以上が約３割を占める。

２９歳以下

27.2%

３０～３４歳

48.2%

３５～３９歳

15.9%

４０歳以上

8.1%

不明

0.6%

18

２９歳以下,

28.6%

３０～３４歳,

42.6%

３５～３９歳,

17.3%

４０歳以上,

11.2%
不明, 0.3%

＜参考：理学分野＞

＜参考：工学分野＞

出典：「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調調査

 

－平成１８年度調査」（200７年６月、文部科学省）



４．卒業後のキャリアパスの状況
 ①

 
全般的な状況

19



（出典：文部科学省「学校基本調査」）

9860
10974

12375
12192

13642
14512

6201

16801
159731528615160

13179

58.4%

62.9%

66.3%

60.9%

55.9% 56.6%56.4%

54.4%

56.4%
57.2% 57.4%

58.8%

9885
91678746855778987699

6914

4113

62016680 7120

7465

0

5000

10000

15000

20000

H3 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

博士課程修了者 就職率 うち就職者

○

 

博士課程修了者は年々増加傾向にある。
○

 

博士課程修了後の就職者の割合は６割程度で推移している。

博士課程修了者数及び就職者数の推移（全体）博士課程修了者数及び就職者数の推移（全体）

20



（出典：文部科学省「学校基本調査」）

■平成19年度のデータ

進学者 そ の他

研究者 技術者 教 員 そ の他
うち学位取得者

合 計 16,801 (12,586) 117 9,885 9,196 2,249 1,493 2,545 2,909 689 5,242 1,557

人 文 1,271 (515) 16 419 352 36 2 266 48 67 584 252

社 会 1,272 (664) 19 525 367 45 5 286 31 158 496 232

理 学 1,687 (1,387) 31 909 836 424 213 168 31 73 613 134

工 学 3,719 (3,090) 14 2,198 2,045 663 943 399 40 153 1,230 277

農 学 1,121 (947) 1 589 556 332 74 121 29 33 466 65

保 健 5,389 (4,439) 16 4,164 4,089 464 70 891 2,664 75 952 257

家 政 76 (58) 0 35 34 1 1 29 3 1 37 4

教 育 362 (179) 0 182 168 10 2 140 16 14 115 65

芸 術 154 (105) 2 18 17 0 1 13 3 1 104 30

そ の 他 1,750 (1,202) 18 846 732 274 182 232 44 114 645 241

死亡・ 不
詳 の 者

就 職 者

専 門 的 ・ 技 術 的 職 業
左記以外
の 者

進 路 別

修 了 者 等

区 分

（注）１

 

「修了者等」には、所定の年限以上在学し所定の単位を取得したが、学位を取得せず退学
した者（いわゆる満期退学者）を含む。

２

 

「左記以外の者」には、専修学校・外国の学校等入学者、一時的な仕事に就いた者、臨床研修医（予定者を含む）などが含まれる。
３

 

進学者であり、かつ就職をしている者については就職者として算出している。
４

 

「教員」には大学教員が含まれる。「研究者」には、企業の研究者など、大学以外で研究している者が含まれる。
21

博士課程修了者等の進路状況博士課程修了者等の進路状況



４．卒業後のキャリアパスの状況
 ②

 
アカデミックの状況

22



○

 

日本学術振興会特別研究員-PDでは、採用期間終了時点から５年経過後には、約８割の者が常勤の
研究職に就いている。

ポストドクター等の就職状況（日本学術振興会特別研究員ＰＤ）ポストドクター等の就職状況（日本学術振興会特別研究員ＰＤ）

46%

63%

83%

94%

25%

19%

5%29%

19%
12%

7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

直後 1年経過 5年経過 10年経過

非常勤の研究職等

ポスドクフェロー

常勤の研究職

直後
（平成1７年度終了者）：４６％

1０年経過後
（平成

 

７年度終了者）：９４％

1年経過後
（平成1６年度終了者）：６３％

５年経過後
（平成1２年度終了者）：８３％

ＰＤの「常勤の研究職」への就職状況

※割合は不明者等を除いて算出

就職状況について（経過年別）

（日本学術振興会調べ） 23



146,153 151,593
159,724

36,773 35,306 35,136

25.2%
23.3% 22.0%

23.4%

21.3% 19.9%

37.4%
35.2%

33.0%

0

50,000

100,000

150,000

平成１０年度 平成１３年度 平成１６年度

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

全体 男 女

（人）

本

務

教

員

に

占

め

る

３

７

歳

以

下

教

員

の

割

合

本

務

教

員

数

（
全

体

及

び

３

７

歳

以

下

）

（出典）

 

「学校教員統計調査報告書」（文部科学省）をもとに、文部科学省にて作成（各年１０月１日現在の数値）

○

 

平成10年度から平成16年度において、大学教員の総数は約14,000人増えているが、37歳以下の
若手教員は1,600人以上減少している。

大学における若手教員の状況大学における若手教員の状況

24

本務教員数

37歳以下の数

・・・37歳以下の若手教員数・・・本務教員数

減少



４．卒業後のキャリアパスの状況
 ③

 
民間企業等の状況

25



博士課程修了者の研究開発者としての採用実績博士課程修了者の研究開発者としての採用実績

○

 

社内で研究開発活動を実施していると回答した資本金１０億円以上の民間企業1,791社の研究開発部門

 等を対象に調査を実施（平成１９年２月から３月）。
○

 

資本金規模が大きい企業ほど、博士課程修了者を採用している割合が大きい。

出典：「平成１８年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（200７年10月文部科学省）

4.3

4.8

4.8

22.7

6.2

7.0

10.1

20.5

30.7

32.5

23.0

21.5

36.5

40.5

33.0

25.6

24.9

28.9

27.3

29.6

25.1

12.5

33.1

30.8

43.4

48.1

30.8

19.4

11.4

2.0

0.6

1.1

2.6

2.5

1.9

0 20 40 60 80 100

全　体(836)

製造業(684)

非製造業(152)

資本金10～50億円(362)

資本金50～100億円(159)

資本金100～500億円(227)

資本金500億円以上(88)

毎年必ず採用している ほぼ毎年採用している 採用する年もある ほとんど採用していない 全く採用していない

括弧内の数字は有効回答数　　　　　　　　　　　有効回答に対する割合　[％]
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○

 

採用実績の推移では、ほとんど変化が見られない。

博士課程修了者の研究開発者としての採用実績の推移博士課程修了者の研究開発者としての採用実績の推移

出典：「平成１８年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（200７年10月文部科学省）

27

4.6

4.3

5.6

5.3

6.2

26.9

26.1

31.0

32.8

34.7

31.9

30.7

18.1

21.6

21.2

22.8

23.9

21.8

25.6

44.9

41.0

37.8

34.2

30.4

36.4

33.1

4.6

5.1

5.4

5.7

3.7

6.3

4.8

5.2

6.2

0 20 40 60 80 100

平成12年度調査(1052)

平成13年度調査(988)

平成14年度調査(1031)

平成15年度調査(892)

平成16年度調査(898)

平成17年度調査(789)

平成18年度調査(836)

毎年必ず採用している ほぼ毎年採用している 採用する年もある
ほとんど採用していない 全く採用していない

括弧内の数字は有効回答数　　　　　　　　　　　有効回答に対する割合　[％]



○

 

資本金規模が大きい企業ほど、ポストドクター経験者を採用している割合が大きい。

ポストドクター経験者の研究開発者としての採用実績ポストドクター経験者の研究開発者としての採用実績

出典：「平成１８年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（200７年10月文部科学省）
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11.4

11.5

10.6

3.9

10.8

15.9

30.7

23.1

24.1

18.5

17.2

17.7

33.2

30.7

64.1

62.7

70.2

78.3

70.9

50.0

3.4

0.4

0.6

0.5

0.4

0.6

0.6

0.7

1.0

4.5

1.0

30.7

0 20 40 60 80 100

全　体(827)

製造業(676)

非製造業(151)

資本金 10～50億円(355)

資本金 50～100億円(158)

資本金 100～500億円(226)

資本金 500億円以上(88)

毎年必ず採用している ほぼ毎年採用している 採用する年もある ほとんど採用していない 全く採用していない

括弧内の数字は有効回答数　　　　       　　　有効回答に対する割合　[％]



○

 

採用実績の推移では、ほとんど変化が見られない。

ポストドクター経験者ポストドクター経験者の研究開発者としての採用実績の推移の研究開発者としての採用実績の推移

出典：「平成１８年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（200７年10月文部科学省）
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括弧内の数字は有効回答数　　　　　　　　　　　有効回答に対する割合　[％]



出典：「平成１８年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（

 

2007年10月文部科学省）

民間企業における研究開発者の増減見込み（資本金規模別）民間企業における研究開発者の増減見込み（資本金規模別）

37.4

42.2

15.5

35.2

36.3

40.3

41.6

57.5

54.2

72.7

59.4

57.7

55.1

55.1

5.1

11.8

5.5

6.0

4.7

3.4

3.7

0 20 40 60 80 100

全　体(894)

製造業(733)

非製造業(161)

資本金 10～50億円(401)

資本金 50～100億円(168)

資本金 100～500億円(236)

資本金 500億円以上(89)

括弧内の数字は有効回答数　　　　　　　　　有効回答に対する割合　[％]

減少の見込みほぼ変化無し増加の見込み

平成19年度末の研究開発者数は、平成18年度末と比較して

○

 

研究開発者が「増加見込み」とした企業は、製造業(42.2%)が非製造業(15.5%)を大きく上回っている。資本金規模別で

は、資本金規模が大きい企業ほど割合が大きく、全体としては、約４割。

30



出典：「平成１８年度民間企業の研究活動に関する調査報告」

 

（200７年10月文部科学省）

○

 

取得学位別に見ると、「増加見込み」と回答した企業の割合が最も高いのは、「研究開発者のうち修

 士号取得者数」の30．9％となり、次いで「学士号取得者数」の23．6％、最も低いのは「研究開発者のうち

 ポストドクター経験者」の3．0％、次いで「博士課程修了者」の7．7％となっている。

民間企業における研究開発者の増減見込み（取得学位別）民間企業における研究開発者の増減見込み（取得学位別）

25.3

23.6

30.9

7.7

69.8

69.8

66.4

89.6

95.4

6.6

3.0 1.6

2.7

2.8

4.9

0 20 40 60 80 100

研究開発者数の全従業者数に対する比率(865)

研究開発者のうち学士号取得者数(814)

研究開発者のうち修士号取得者数(800)

研究開発者のうち博士課程修了者数(711)

研究開発者のうちポストドクター経験者数(637)

増加する ほぼ変化なし 減少する

括弧内の数字は有効回答数 有効回答に対する割合　[％]

平成19年度は平成18年度に比べて
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採用した研究者の資質採用した研究者の資質

出典：平成１８年度民間企業の研究活動に関する調査報告 200７年10月

 

文部科学省

◆学士号取得者

◆修士号取得者

◆博士号取得者
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学士号取得者の採用実績がある企業（727社）に対する比率

 

［％］ 博士号取得者の採用実績がある企業（347社）に対する比率

 

［％］

修士号取得者の採用実績がある企業（723社）に対する比率

 

［％］

◆ポストドクター

ポストドクターの採用実績がある企業（136社）に対する比率

 

［％］

出典：「平成１８年度民間企業の研究活動に関する調査報告」（200７年10月文部科学省）

○

 

学位が高くなるほど「期待を下回る」は減少。さらに、ポスドクについては、「期待を下回る」という意見は、

 採用経験の少ない企業のイメージであり、実際に採用しているところからの不満は殆ど無い。



◆日本経済団体連合会産業技術委員会が152社を対象に調査を実施（平成１８年１２月）。
◆ 博士課程修了者と修士課程修了者の資質について、同年齢の修士課程修了者と博士課程修了者を比較した場合、

「知識・業務遂行能力」については、78．7％の企業がほぼ同等と回答している。また、「能力の伸び」についても、90．3％

 
の企業がほぼ同等と回答している。

18.0

1.63.3
8.1

78.7

90.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

知識・業務遂行能力等 能力の伸び

博士課程修了者

修士課程修了者

ほぼ同等

民間企業の博士課程修了者に対する評価民間企業の博士課程修了者に対する評価

（単位：％）

※「知識・業務遂行能力等」については、61社が回答している。また、「能力の伸び」については、62社が回答している。

ほぼ同等

ほぼ同等

修士

の方が優れている

の方が優れている

修士 博士

博士

同年齢であれば、
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我が国の博士号取得者のうち、営利企業に雇用されている者の割合は、米国と比べ低くなっている

日米の博士号取得者の雇用部門別分布日米の博士号取得者の雇用部門別分布
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5 1 .4 %

1 .6 %

1 6 .9 %

3 .4 %

1 7 .2 %

9 .5 %

0 .0 %

3 4 .3 %

9 .5 %

0 .2 %

4 .9 %5 .3 %

4 2 .6 %

3 .1 %

0 .0 %

1 0 .0 %

2 0 .0 %

3 0 .0 %

4 0 .0 %

5 0 .0 %

6 0 .0 %

４ 年 制 大 学 短 大 等 営 利 企 業 自 営 業 非 営 利 機 関 そ の 他

教 育 機 関 産 業 界 行 政 機 関

日 本

米 国

雇 用 部 門

日 本 ： n  =  4 ,6 1 1 人 、 米 国 ： n  =  5 5 3 .4 千 人

5 1 .4 %

1 .6 %

1 6 .9 %

3 .4 %

1 7 .2 %

9 .5 %

0 .0 %

3 4 .3 %

9 .5 %

0 .2 %

4 .9 %5 .3 %

4 2 .6 %

3 .1 %

0 .0 %

1 0 .0 %

2 0 .0 %

3 0 .0 %

4 0 .0 %

5 0 .0 %

6 0 .0 %

４ 年 制 大 学 短 大 等 営 利 企 業 自 営 業 非 営 利 機 関 そ の 他

教 育 機 関 産 業 界 行 政 機 関

日 本

米 国

雇 用 部 門

5 1 .4 %

1 .6 %

1 6 .9 %

3 .4 %

1 7 .2 %

9 .5 %

0 .0 %

3 4 .3 %

9 .5 %

0 .2 %

4 .9 %5 .3 %

4 2 .6 %

3 .1 %

0 .0 %

1 0 .0 %

2 0 .0 %

3 0 .0 %

4 0 .0 %

5 0 .0 %

6 0 .0 %

４ 年 制 大 学 短 大 等 営 利 企 業 自 営 業 非 営 利 機 関 そ の 他

教 育 機 関 産 業 界 行 政 機 関

日 本

米 国

雇 用 部 門

日 本 ： n  =  4 ,6 1 1 人 、 米 国 ： n  =  5 5 3 .4 千 人

（備考）

＊日本の「産業界の保健医療関係（医師、歯科医師等）」は，「営利企業」「自営業」と回答したものを含めて全て「非営利」に区分

＊ 「産業界の保健医療関係」を除くと、米国の営利企業における割合は33.3%であり、傾向は変わらない

出典：「日本の博士号取得者の活動実態に関するアンケート調査」（平成１６年３月）



４．卒業後のキャリアパスの状況
 ④

 
ポストドクターの進路動向

35

文部科学省「科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業」
 平成18年度採択８機関における進路動向の実態調査の結果概要



ポストドクター等の進路動向（在職期間）ポストドクター等の進路動向（在職期間）

13223344
118

231

585

1063

1760
100.0%99.7%99.1%98.2%97.1%94.1%

88.1%

45.5%

73.0%

0

500

1000

1500

2000

8年
以

上

7-
8年

6-
7年

5-
6年

4-
5年

3-
4年

2-
3年

1-
2年

1年
未

満 在籍期間

人数

累積度数

「転職・転出者」(1,278 名) 33.0% 

同一機関に所属す る

ポストドクター

 (2592名)67.0%

他機関に移動した

ポストドクター
(310名)8.0%

転職者

(752名)19.4%

職業不明の者

(216名)5.6%

調査対象者

(3870名）

調査対象者（3,870名）の採択８機関での在籍期間

調査対象者（3,870名）の平成１７年終了直後の進路動向

出典：「ポストドクター進路動向８機関調査

 

－平成１8年度調査」（2007年11月文部科学省） 36

○

 

ポストドクター等の進路動向について把握するために、「科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進

 事業」の平成18年度採択８機関における実態調査を実施。（調査対象者3,870名）

○

 

在職期間及び転職・転出者割合から、３年程度の雇用期間で移動していることが推測される。



○

 

転職者については、殆どすべてが研究開発者、あるいは、専門知識を要する職に就いていることが分か

 る。
○

 

他機関のポストドクターになった者の移動先には国外の機関が約４割となっている。国籍別に見ると、日

 本国籍の者は日本国内に移動する割合が高く（約７割）、海外では北米・欧州の割合が高い。

出典：「ポストドクター進路動向８機関調査

 

－平成１8年度調査」（2007年11月、文部科学省）
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ポストドクター等の進路動向（移動先）ポストドクター等の進路動向（移動先）

大学研究者（国内）
326名
43.4%

公的研究機関研究
者（国内） 48名

6.4%

その他の研究・開
発者（国内） 16名

2.1%

民間研究・開発者
（国内） 68名

9.0%

国内以外の研究・
開発者 161名

21.4%

専門知識を要する
職 68名

9.0%

その他 65名
8.6%

私立大学
 (13名)4.2%

公立大学
(2名)0.6%

大学共同利用
機関 (4名)1.3%

公的研究機関
 (68名)21.9%

民間企業
 (3名)1.0%

非営利団体
 (6名)1.9%

国立大学法人
(58名)18.7%

所在不明
 (26名)8.4%

国内の機関
(154名)
49.7%

国外の機関
(130名)
41.9%

転職者（752名）の職業 国籍別移動先

72.3% 15.0%

18.3%23.7%

6.8%

7.9%

4.1%

12.1%

0.3%

19.7%

1.1%

15.2%

3.1%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本国籍
（923名）

日本国籍
以外

（355名）

米国

中国以外のアジア

米国以外の北米・欧州

その他

日本

中国

不明

他機関のポストドクターに
なった者（310名）の移動先



ポストドクター等の進路動向（ポストドクター等の進路動向（転職・転出者の分野別職業転職・転出者の分野別職業））

○

 

転職・転出者を分野別に見ると、理学は、国内外の他機関のポストドクターに移動した割合が高い（36．

 3％）。
○ また、工学は国内以外の研究開発者に移動する割合が高い一方で、農学は国内の大学研究者に移動

 する割合が高いなど、分野によって転職・転出者の職業の比率が異なっている。

出典：「ポストドクター進路動向８機関調査

 

－平成１8年度」（2007年11月、文部科学省）

16.9%

10.6%

9.1%

8.0%

6.3%

19.4%

5.9%

12.5%

9.9%

22.0%

21.8%

23.9%

28.8%

57.0%

40.6%

22.2%

9.9%

8.9%

25.7%

8.0%

6.1%

11.4%

9.4%

11.1%

15.6%

6.3%

7.4%

6.3% 14.0%

13.5%

29.5%

18.9%

12.7%

34.4%

48.1%

0.0%

3.7%

0.0%

1.3%

3.7% 0.0%

3.5%

4.6%
3.4%

2.8%
1.3%

3.1%

4.5%

5.7%

3.3%

1.3%

3.1%
0.0%

1.3%

1.0%

0.0%

2.4%
1.3%

0.0%

0.0%

3.2%

3.6%

1.1%

2.5%

3.3%

6.8%

4.2%

5.1%

3.1%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理学(537名）

工学（303名）

農学（88名）

保健（212名）

人社（79名）

その他（32名）

不明（27名）

他機関のポストドクター(国内） 他機関のポストドクター(国内以外）

大学研究者（国内） 公的研究機関研究者（国内）
民間研究・開発者（国内） その他の研究・開発者（国内）

国内以外の研究・開発者 専門知識を要する職
その他 職業不明 38
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